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良い経営者を目指し、共に学び、共に育とう！

商い話
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　栃木ではやっとこの問題の学習会が始まったが、
全国では署名活動、それを元に国会議員やマスコ
ミ等との積極的なコンタクトが進んでいる。
　１１月１７日には、東京商工会議所で、会議所、中
央会、東京同友会の代表による特別シンポジウム
も開催された。冒頭、来賓の北川中小企業庁長官
から「みなさん、声を上げて反対していきましょ
う」とエールを頂いた。
　印象に残った話を極端に解釈する。政府の税制
調査会、約40名のメンバーのほとんどが学者だと
いう。その彼らは中小企業の経営者は「ずる」や

「おかしなこと」をして
いると思っており、中
小企業の税金を増やし
ても問題ないと考えて
いる。誰もが中小企業
の存在が重要なのは
知っている。しかし、
本当に重要な存在と感
じられていないのが現
状なのか？　と思った。
　このシンポジウムは、
まさに「三つの目的」の３番目が確認されたシン
ポジウムであった。
［報告］ 代表理事　八木　仁／株シンデン

横暴な税制改革にＮＯ！
シンポで理解深める
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　県南支部が主催した１０月県例会（１０/３０開催　参
加者２７名）は、駒澤大学経済学部教授の吉田敬一
氏を報告者に迎えた。栃木同友会での氏の報告は

これで４回目にな
る。
　内容は最近の
政治情勢を絡めた
中小企業への影響
だったが、正直、

国政がここまで身近な問題に
降りて来るとは思いもしな
かった。課税問題からアベノ
ミクスまで分析のみならず対
応法までの話を伺った。
　決して楽観視できない現状
の認識から、その後のグルー
プ討論でも自社の問題に絡め
ながら活発な議論を展開でき
た。吉田教授にはぜひ今後も定期的な報告をお願
いしたい。
［報告］県南支部長　三ツ村義康／株三ツ村製作所

これからの経済情勢と
中小企業経営を考える

全国の話題　～中小企業家同友会全国協議会から～Newsewse swwwe sw
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　■ 活動報告 02　　県央支部、県北支部合同例会

栃木県中小企業家同友会は、県北・県央・県南の３エリアで支部活動を展開中です。
他支部会員、オブザーバーの参加も大歓迎。詳細は事務局までお問い合わせください。

栃木県中小企業家同友会　会報「商い話」vol.７９（２０１４年１２月発行）

　１１月１８日、小山市ロブレにある生涯学習センター
を会場に、来年２月に開催される県例会のプレ練習
会を兼ねて県南支部例会を開催した。
　内容が県例会に向けての事前練習のため参加人数
は数名だったが、問題が事業承継と経営者保証とな
るため切実で内容の濃い話し合いとなった。
　報告者のプルデンシャル生命保険・福田忠史氏と、
小森竜平法律事務所・小森竜平氏の話を聞き、資料
や話し方などの詰めを行った。

　先代の事業を継ぐ継が
ないに関係なく、子は先
代の個人保証を負わねば
ならない可能性があると
いう話や、経営者保証を
外せるのか、外した場合
のメリット・デメリットは何か、身近に前例がある
かなどの論議となった。特に今は、後継問題と世代
交代が大きな問題となっている。
　来年２月の県例会は創業者も後継者も、ぜひ知っ
ておいてほしい話が満載である。
［報告］県南支部長　三ツ村義康／株三ツ村製作所

えっ!　兄弟にも
個人保証が相続される？

　障がい者就労支援部会は月例で、各事業所、障が
い者就労、雇用に関する情報交換や、行政・関係機
関の動向を中心に未雇用企業への推進活動を行って
きた。
　毎回、八木代表理事（株式会社シンデン）のほか、
オブザーバーも含めて１０社程度の参加事業所（主と
して福祉事業所）がある。
　本年度の活動としては、前年度に制作した「障が
い者の職場実習案内」のパンフレットをもとに、
会員企業、また、非会員企業へも配布するなど、

障がい者の社会参加の推進
に力を注いだ。
　今後は、近隣県の同友会
（埼玉県、福島県）の障がい
者就労・雇用問題委員会と
の連携も図り、さまざまな
セミナー、福祉施設への見
学会等の開催も予定し、よ
り一層の活動を進めていく。
　社会情勢・環境・企業変革の課題に取り組む経営
者の方々に、部会・委員会への参加をお勧めしたい。
［報告］障がい者就労支援部会　福田雅樹／
　　　 ＮＰＯ法人チャレンジド・コミュニテイ

障がい者の就労・社会参加に
より一層の理解と協力を!

　１１月１２日、県央・県北支部合同例会を開催。東京
同友会で行った外形標準課税制度に関する勉強会の
模様を収めたＤＶＤでの勉強会であった。
　１２名程の参加があり、誰もが真剣に、食い入るよ

うにその内容に耳を
傾け、鑑賞後、さま
ざまな意見が活発に
飛び交った。
　現在、資本金１億
円以上では行ってい

る外形標準課税制度。この制度は賃金課税であり、
それは人にかかる税金と言え、労働分配率の高い会
社には不利な制度である。これはほぼすべての中小
企業にとって増税となるであろう。その増税の狙い
は「地方の財源」「中小企業の行政サービスへの負担」
であるという。
　しかし、中小企業にとって多大な負担を強いるこ
の制度の導入に、栃木同友会としては他の中小企業
団体に先んじて反対の意思表示を行い、反対のため
の活動も積極的に展開していくべきであるという
意見で一致した。
［報告］県北支部長　八木澤和良／
　　　 八木澤社会保険労務士事務所

いったい何？
外形標準課税制度

　■ 活動報告 03　　障がい者就労支援部会

　■ 活動報告 01 　　県南支部　11月県南支部例会報告


